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社会保険労務士事務所 

世界的な金融危機が引き金となり景気悪化が深刻化している状況ですが、具体的に業績が悪化した 

ときの経費削減として、全国の中小企業がどのような雇用調整をしているか、今年 10 月にハローワークが 

行なったヒアリング調査の結果を見てみましょう。 

● 賃金調整の場合、正社員以外の雇い止めなどの対応をとる場合は労働問題へ発展することが多くなっています。● 

● まさかに備えて、事前に就業規則、賃金規定、雇用契約書などの見直しをしておきましょう。● 
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全体 29人以下 30～99人以下
100～299人

以下
製造業 輸出型製造業 運輸業 卸売・小売業全体 

◆景気悪化に伴う 

収益への影響は… 

全体の81.1％が 

収益を圧迫して 

いると回答して 

います。 

◆収益が悪い会社の 

対応は・・・ 

18.8%の企業が 

人件費での経費の 

削減として賃金調 

整・雇用調整を実 
施しています 

 賃金調整 
雇用調整 

経費削減 
(人件費以外) 

内部留保 
の取り崩し 

商品、サービス 
への価格転嫁 

特に 
なし 

全体 18.8 69.5 12.1 28.5 15.1 

＜業 種 別＞ 

製造業 20.2 69.0 10.8 30.1 14.0 

輸出型 
製造業 

25.8 72.2 10.7 19.1 13.1 

運輸業 16.7 72.0 16.6 20.4 15.7 

◆賃金調整・雇用調整の 

実施状況は・・・ 

業種により賃金調整・ 

雇用調整の方法に開き 

がみられますが 

・残業規制 
・賃金調整 
（ﾎﾞｰﾅｽの切り下げ等） 
・派遣、ﾊﾟｰﾄ、ｱﾙﾊﾞｲﾄ、
契約社員等の再契約
停止 

等を実施している企業が 

多いようです。 

 

残 
業 
規 
制 

業務 
日数 
の短縮 

賃金 
調整 
(ﾎﾞｰﾅｽ
の切り下
げ等) 

新規 
学卒の 
採用計画 
見直し 

中途 
採用の 
削減 
見直し 

派遣・ﾊﾟｰ 
ﾄ・ｱﾙﾊﾞｲ 
ﾄ、契約 
社員等の 
再契約 
停止 

希望 
退職者 
の募集 

解 
 
雇 

全体 45.2 18.4 55.6 8.3 21.3 23.4 3.45 4.4 
全事業所割合 6.9 2.8 8.5 1.3 3.2 3.6 0.5 0.7 

＜規模別＞         
29 人以下 39.1 20.6 63.4 4.9 18.9 14.8 5.3 4.5 

全事業所割合 2.2 1.2 3.6 0.3 1.1 0.8 0.3 0.3 
30～99 人以下 46.6 15.9 57.7 5.3 18.3 20.7 2.4 5.3 

全事業所割合 2.3 0.8 2.8 0.3 0.9 1.0 0.1 0.3 
100人～299人以下 51.0 18.3 44.1 15.3 27.2 36.6 2.0 3.5 

全事業所割合 2.4 0.9 2.1 0.7 1.3 1.7 0.1 0.2 
＜業種別＞         
製造業 49.3 20.8 44 10.2 22 29.4 2.3 4.6 

全事業所割合 5 2.1 4.4 1.0 2.2 3.0 0.2 0.5 
輸出型製造業 55.1 20.5 37.2 9.0 21.2 43.6 1.9 4.5 

全事業所割合 0.8 0.4 2.3 0.1 0.4 0.3 0.2 0.1 
運輸業 27.5 13 74.0 3.1 13.7 8.4 5.3 3.1 

全事業所割合 0.8 0.4 2.3 0.1 0.4 0.3 0.2 0.1 
卸売・小売業 36.2 10.2 59.8 4.7 20.5 11.8 3.9 3.9 

全事業所割合 1.1 0.3 ｚ1.8 0.1 0.6 0.4 0.1 0.1 

 
注意！！ 

調査対象：全国のハローワーク管轄内の代表的な中小企業（従業員数 300人未満）4,285社 


